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一般会計（主な事業費） （単位：千円）

●地域交通対策関係費　路線バス等地域交通の確保・維持等に要
する経費 180,079

●防犯関係費　町内会等が設置する防犯灯について、ＬＥＤ化のた
めの新規設置や交換、電気料金に対する補助金等 27,000

●震災遺構整備事業関係費　震災遺構の整備及び震災伝承に要
する経費 886,925

●窓口証明関係費　市民課窓口業務の一部を民間に委託する経費
等 248,064

●包括的支援体制構築事業費　複合的な課題を包括的に受け止
める相談支援ネットワークの構築等に要する経費 17,774

●自立相談支援事業費　生活困窮者の就労準備支援や子どもの
学習・生活支援等に要する経費 53,797

●子ども・子育て支援事業費　各種子育て支援や子どもの居場
所づくり等子育て環境の向上に要する経費 57,014

●放課後児童クラブ関係費　放課後児童クラブの運営及び児童
の健全育成に要する経費 296,826

●医療対策費  休日及び夜間における一次、二次、三次救急医療の
確保等に要する経費 298,092

●環境政策推進費　環境にやさしい暮らしや事業の普及・啓発活
動、環境教育等に要する経費 13,718

●一般廃棄物最終処分場建設事業費　次期最終処分場の整備
に要する経費 2,053,292

●農業復興推進費　農地の大区画化の推進や被災した農業生産法
人等への補助、ほ場整備に伴う県営事業負担金等 2,606,019

●水産振興事業費　担い手センターの運営や輸出販路の拡大、四
大行幸啓の一つ「全国豊かな海づくり大会」開催等に要する経費 100,069

●漁業集落防災機能強化事業費　漁港背後地の集落道及び排水
路等の整備に要する経費 2,091,865

●観光施設管理費　道の駅「上品の郷」の温泉施設改修等に要する
経費 134,193

●企業育成支援事業費　地域資源を生かした商品開発や販路開
拓支援、再生可能エネルギー・省エネルギー技術開発支援等に要す
る経費

271,175

●中小企業等融資関係費　事業資金を必要とする中小企業事業
者への融資支援に要する経費 603,000

●田道町一・蛇田新橋線橋りょう整備事業費　老朽化した橋
りょうの架け替えに要する経費 284,326

●石巻工業港運河線街路整備事業費　沿岸部（石巻工業港）か
ら内陸部の蛇田地区側への避難路等として整備するもの 568,888

●渡波稲井線街路整備事業費　渡波地区から内陸部の稲井地区
側への避難路等として整備するもの 2,079,781

●（仮称）鎮守大橋整備事業費　被災時における復旧活動、避難
活動等の迅速化のため日和山、牧山間の最短ルートとして整備する
もの

3,149,000

●釜大街道線街路整備事業費　釜大街道地区から日和山や市街
地内陸部への避難路等として整備するもの 2,405,033

●南浜津波復興祈念公園整備事業費　犠牲者への追悼と鎮魂
や、復興の象徴となる祈念公園を整備するもの 303,800

●コミュニティ・スクール推進事業費　地域の力を学校運営や
子どもたちの健やかな成長に生かすことを目的とした、コミュニ
ティ・スクール推進に要する経費

3,383

●小中学校施設老朽化対策事業費　老朽化した小中学校の校舎
等施設改修に要する経費 789,100

●複合文化施設整備事業費 東日本大震災で被災した文
化センターの博物館機能と
市民会館のホール機能を複
合施設として整備するもの

3,704,990

●複合文化施設災害復旧費 2,568,963

一般会計　1,951.8億円（対前年度比 8.7％、155.8億円の増）
総  会  計　3,142.3億円（対前年度比 8.8％、255.0億円の増）

　 本年度は、震災復興基本計画の「発展期」の最終ステージです。10 年間の総仕上げの
１年として、復旧・復興事業を着実に推進させることに重点を置いています。また、復興
期間終了後の財政状況が厳しいものとなることを見据え、前年度決算額を基準とした「歳
入予算に見合った歳出予算」への転換を図り、持続可能な財政運営を意識した予算編成と
しました。

○ 各種会計予算総括表 （単位：千円）

会　　計　　区　　分 令和２年度
当初予算

対前年度比較

増減額 増減率
（%）

一般会計 195,178,000 15,578,000 8.7
復旧復興分 124,584,344 15,537,025 14.2
通常分 70,593,656 40,975 0.1

特別会計 34,693,436 ▲ 68,179,003 ▲ 66.3

内      

訳

土地取得 218,020 ▲ 2,563 ▲ 1.2
水産物地方卸売市場事業 396,029 ▲ 2,539 ▲ 0.6
下水道事業（企業会計へ移行） —— ▲ 64,875,041 皆減
漁業集落排水事業（企業会計へ移行） —— ▲ 22,153 　皆減
農業集落排水事業（企業会計へ移行） —— ▲ 457,806 　皆減
浄化槽整備事業（企業会計へ移行） —— ▲ 62,057 　皆減
市街地開発事業 2,319,825 ▲ 2,075,267 ▲ 47.2
国民健康保険事業 15,550,257 ▲ 1,309,223 ▲ 7.8
後期高齢者医療 1,801,225 25,798 1.5
介護保険事業 14,408,080 601,848 4.4

病院事業会計 6,260,612 3,079 0.0
下水道事業会計（新規） 78,095,420 78,095,420 皆増

合　　　　計 314,227,468 25,497,496 8.8

歳出総額
1,951.8億円

土木費
1,030.3（52.8%）

民生費
236.6（12.1%）

災害復旧費
149.2（7.6%）

教育費
121.2（6.2%）

衛生費
105.1（5.4%）

総務費
103.6（5.3%）

農林水産業費
81.1（4.1%）

公債費
60.4（3.1%）

消防費
36.8（1.9%）

その他
5.0（0.3%）

労働費
0.9（0.1%）

商工費
21.6（1.1%）

歳入総額
1,951.8億円

自主財源
1,025.2（52.5%）

その他
834.3（42.8%）

地方交付税
484.6（24.8%）

依存財源
926.6（47.5%）

国庫支出金
247.3（12.7%）

市債
90.3（4.6%）

県支出金
60.9（3.1%） 市税

190.9（9.8%）

譲与税・交付金
43.5（2.2%）

令和２年度　当初予算

※増減率は平成31年度当初予算との比較で▲は減少を表します。

※（　　）内は総額に対する割合を表します。

一般会計の内訳
１. 歳入 （単位：億円）

２. 歳出（目的別） （単位：億円）

■問  　財政課（内線4052）


